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1.  会社概要 
 

事業者名： 株式会社 日本施設協会 

 

代表者 ： 代表取締役 池上 秀一 

 

所在地 ： 本社       福岡県北九州市小倉北区日明 5 丁目 4 番 9 号 

      管理本部事務所  福岡県北九州市小倉北区西港町 30 番 4 号 

      指定管理施設（戸畑図書館） 

         福岡県北九州市戸畑区新池 1 丁目 1 番 1 号 

      

環境管理責任者： 管理本部長    TEL093-562-3350  

 

 

環境管理担当者： 戸畑図書館次長  TEL093-871-3464 

 

 

事業内容： 図書館、教育施設、文化、体育施設の維持管理、及び運営業務 

 

事業規模： 資本金 12,050 千円 従業員数 20 名（令和 7 年 4 月現在） 

      売上高 494,712 千円（令和 6 年度） 

605,723 千円（令和 5 年度）、 

667,342 千円（令和 4 年度） 

 

事業年度： 4 月 1 日～翌 3 月 31 日 

     （今回の環境経営レポートの試行期間は、令和 7 年 1 月～令和 7 年 3 月） 

 

主要取引先：北九州市 

 

認証・登録範囲（全組織・全活動） 

（1）対象事業者名 株式会社 日本施設協会 

（2）対象事業所  本社、管理本部事務所 

（3）対象事業活動 指定管理施設の運営 
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2. 環境経営方針 

 

基本理念 

私たちは、民間企業ならではのアイデアや発想で、利用者様に安心して喜ばれる施設づく

りを目指します。 

環境経営システムを構築・運用することにより、環境経営の改善を継続的に進め、明るい

未来のある地域創造を目指し、皆が安心して暮らすことができるよう社会に貢献していき

ます。 

 

行動指針 

環境経営システムを構築・運用し、環境関連法規等を遵守するとともに、環境負荷の低減

に取り組みます。 

以下の行動指針に基づき、環境経営目標及び環境経営活動計画を定め、定期的な見直しを行

い継続性のある活動を展開します。 

 

1. 二酸化炭素の排出を削減します。 

・節電（こまめな消灯と空調の管理） 

・クールビズ・ウォームビズの推進 

・社用車のガソリン削減（エコドライブの実施） 

2. 廃棄物の削減 

・分別によるリサイクル率の向上 

・書類の電子化 

3. 水使用量の削減 

4. 事業活動に関連する環境関連法規や条例等を遵守します。 

5. 地域社会との環境コミュニケーションを良くし、地域の環境保全に努めます。 

6. この環境経営方針は、従業員全員に周知するとともに、研修や教育を行い従業員一人一

人の環境保全に向けた意識の向上に努めます。 

7. この環境経営方針は広く一般に公表します。 

 

令和 6 年 12 月 1 日制定  

株式会社 日本施設協会 

代表取締役 池上 秀一 
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8. 環境関連法規等の遵守状況及び違反・  

訴訟等の有無 

 
当社が遵守しなければならない主な環境関連法規等は次の通りです。 

 

○廃棄物処理法 

○消防法 

○フロン排出抑制法 

 

それらの遵守状況を確認した結果、環境関連法規への違反はありませんでした。 

尚、関係当局よりの違反の指摘、利害関係者からの訴訟等もありませんでした。 

 

9. 代表者による全体の評価と見直し・指示 

 
新たに、エコアクション 21 に取り組むにあたり、環境への負荷の自己チェック及び環

境への取組の自己チェックのためチェックシートを作成し、職員と共有することでエコ

アクション 21 の要求事項の項目を形骸化させることなく取り組みを行った。 

全体の評価として、二酸化酸素の削減、一般廃棄物の削減、水使用量の削減等に向けて、

全職員が積極的に環境活動への取り組みを行ったが、寒波の影響により空調及び水の使

用量が大幅に増加し、二酸化炭素排出量・水使用量ともに目標未達という結果になった。 

今後も環境経営の向上に努め、企業価値を高めていき、全ての職員が取組内容を理解出

来るように、継続した指導・教育を行っていく。 

また、環境保全の推進には、地域との連携が有効的と考えるので、行政や地域の関連団

体等と協働することにより、日常生活や事業活動の中で取り組める具体的な環境活動の

情報を習得し、業務等に反映していく。 

環境コミュニケーションとして環境経営レポートの作成と公表のみならず、運営してい

る公共施設において環境や SDGs をテーマとした展示等広報を行うことで、社会のニー

ズを満たし、自らの環境への取り組みを地域と共に推進していきたい。 
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